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平成２３年度包括外部監査 

「情報システムに係る財務に関する事務の執行について」 
 
新潟市長が講じた措置 

頁 担当部署 監査結果の概要 結果に対する措置 
   第 5 包括外部監査の結果及び意見 

   １ 情報システムの調達 

(3) 全庁共通事項    

ＩＴ ① 調達時に作成すべき資料について

（意見） 
54  

推進課   

  平成 25年度末までに、指摘の内容

を反映した新たな「システム調達基

準書」を策定するとともに、基準の

順守を義務付ける規程類の整備を図

ってまいります。 

基本計画書やSLA については、「必要

に応じて」ではなく具体的な作成基準を

設けること、さらに基本計画書について

は、そこで記載すべき項目を明確化する

ことが望まれる。また、参考となるテン

プレート（書式）や具体的な記入例を示

すことが望まれる。 

  
  
  
  
  【検討中】

   

    

ＩＴ   ② 見積内容の妥当性について（意見）

推進課  見積書に添付する内訳書のテンプ

レートを作成し、平成 24年度の予算

編成事務から、ＩＴ推進課に提出さ

せることとしました。今後は、全庁

の情報通信技術（以下，「ICT」とい

う。）関連経費削減や品質向上を図る

ため、仕様書の確認や見積精査など

を一元的に実施する新たな体制の整

備に努めてまいります。 

不要な業務や非効率な作業を放置せ

ず、適切な金額で契約を締結するため

に、見積書だけではなく、その基礎とな

る単価、工数等に関する詳細な内訳書を

提出させた上で、契約事務担当者やIT 

推進課等のシステム専門部署による次

のような見積りの精査や確認を実施す

ることが望まれる。 

  
  
  
  
  
  
  
  ・委託する作業内容と見積書の記載内容

に差異はないか   【方針決定】

   ・工数の見積りは作業単位で行われてい

るか    

   ・その工数は最低限の必要工数であり、

適切に提示されているか    

   ・どのような基準で単価を設定している

か    
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   なお、見積書の基礎となる単価、工数

等に関する詳細な内訳書については、作

業単位（設計書作成、プログラミング、

テスト等の作業）や作業内容などの記載

を統一させるために、テンプレート（書

式）や具体的な記入例を示すことが望ま

れる。 

   
   
   
   
   
   
    

ＩＴ   ③ 予定工数と実績工数の比較について

（意見） 推進課   
  作業単位（＝見積書に記載された作業

単位）毎の実績工数と予定工数の比較に

関する報告書を成果物として契約書等に

定め、業務終了後に予定工数と実績工数

の差異の有無やその理由について確認

し、見積りに見合ったサービスの提供を

受けることができたかどうかを評価した

上で、次年度の見積額の参考とすること

が望まれる。 

平成 25年度末までに、指摘の内容

を反映した「システム運用基準書」

を策定するとともに、基準の順守を

義務付ける規程類の整備を図ってま

いります。 

  
  
  
  
  【検討中】

   
   
   

    
(5) 財務部資産税課    
① 契約事務手続きについて（意見） 資産  57 

評価課  業務委託契約を行うに際しては、チェ

ックリストを利用して漏れや誤りがない

かを確認することが望まれる。 

業務委託契約を行うにあたっては、

チェックリストを活用し、事務処理に

漏れや誤りがないよう努めてまいりま

す。 

  
  

   
   【措置済み】

    

資産  ② 見積内容の妥当性について（意見）  

評価課 見積書に添付する内訳書について  不要な業務や非効率な作業を放置せ

ず、適切な金額で契約を締結するために、

見積書だけではなく、その基礎となる単

価、工数等に関する詳細な内訳書を提出

させた上で、契約事務担当者やIT 推進課

等のシステム専門部署による次のような

見積りの精査や確認を実施することが望

まれる。 

  は、平成 24年度予算編成事務から所

管課でとりまとめ、内容確認の上、IT

推進課へ提出することとしました。 
  
  

  今後も、IT推進課等システム専門部

署と所管課との連携により、適切な契

約の実施に努めてまいります。 

  
  
  【措置済み】

   ・委託する作業内容と見積書の記載内容

に差異はないか    
   ・工数の見積りは作業単位で行われてい

るか    
   ・その工数は最低限の必要工数であり、

適切に提示されているか    
   ・どのような基準で単価を設定している

か    
   なお、見積書の基礎となる単価、工数

等に関する詳細な内訳書については、作

業単位（設計書作成、プログラミング、
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   テスト等の作業）や作業内容などの記載

を統一させるために、テンプレート（書

式）や具体的な記入例を示すことが望ま

れる。 

   
   
   

    
資産   ③ 予定工数と実績工数との比較につい

て（意見） 評価課   
  業務の進捗状況及び実績時間等に関す

る報告書を成果物として契約書等に定

め、委託先に対しシステムの運用・保守

に関する日々の作業実績を確認できる資

料の作成を指示し、作業内容及び問題発

生の有無等を随時確認できる体制を整え

ることが望まれる。 

平成 25年度末までに、委託先に提出

させる報告書等の成果物の見直しを行

い、作業内容や問題発生の有無が随時

確認できる体制作りに努めてまいりま

す。 

  
  

  
  
  また、予定工数と実績工数の比較に

ついては、今後策定する「システム運

用基準書」に沿って、適正な基準の運

用に努めてまいります。 

  
  また、作業単位（＝見積書に記載され

た作業単位）毎の実績工数と予定工数の

比較に関する報告書を成果物として契約

書等に定め、業務終了後に予定工数と実

績工数の差異の有無やその理由について

確認し、見積りに見合ったサービスの提

供を受けることができたかどうかを評価

した上で、次年度の見積額の参考とする

ことが望まれる。 

  
  【検討中】

   

   
   
   
   
   
    

資産   ④ 付随発見事項（意見） 

評価課    サーバの保管方法等の管理に関する規 IT推進課等システム専門部署と所管

課との連携により、適正な管理に努め

てまいります。 

  程を全庁的に整備し、当該規程に基づき

  適切にサーバの管理が行える体制を構築

  することが望まれる。 【方針決定】

    

資産  ⑤ 見積内容の妥当性について（意見）  

評価課 見積書に添付する内訳書について  不要な業務や非効率な作業を放置せ

ず、適切な金額で契約を締結するために、

見積書だけではなく、その基礎となる単

価、工数等に関する詳細な内訳書を提出

させた上で、契約事務担当者やIT 推進課

等のシステム専門部署による次のような

見積りの精査や確認を実施することが望

まれる。 

  は、平成 24年度予算編成事務から所

管課でとりまとめ、内容確認の上、IT

推進課へ提出することとしました。 
  

  
  今後も、IT推進課等システム専門部

署と所管課との連携により、適切な契

約の実施に努めてまいります。 

  
  

  【措置済み】

   ・委託する作業内容と見積書の記載内容

に差異はないか    
   ・工数の見積りは作業単位で行われてい

るか    
   ・その工数は最低限の必要工数であり、

適切に提示されているか    
   ・どのような基準で単価を設定している

か    
   なお、見積書の基礎となる単価、工数
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   等に関する詳細な内訳書については、作

業単位（設計書作成、プログラミング、

テスト等の作業）や作業内容などの記載

を統一させるために、テンプレート（書

式）や具体的な記入例を示すことが望ま

れる。 

   
   
   
   
   

    

資産   ⑥ 機器リース契約について（意見） 

評価課  システム用機器の賃貸借については、

システム開発業者の指定する会社と契約

を行う必然性はなく、一般競争入札等公

平性に問題の生じない方法により契約先

を決定する必要がある。ただし、一般競

争入札によれば全ての問題が解決される

ものではなく、前提として賃貸借機器の

価格に対する見積り精査を行うことが当

然に必要である。 

指摘のシステム用機器の賃貸借につ

いては平成 23年度契約期間が満了し、

平成 24年 2月に新たな賃貸借契約を、

一般競争入札により行いました。今後

は公平性などに問題が生じることのな

いよう、適正な契約方法の実施に努め

てまいります。 

  
  
  
  
  
  
  【措置済み】

   
    

(6) 福祉部保険年金課    
保険  ① 見積内容の妥当性について（意見）61 

年金課  不要な業務や非効率な作業を放置せ

ず、適切な金額で契約を締結するために、

見積書だけではなく、その基礎となる単

価、工数等に関する詳細な内訳書を提出

させた上で、契約事務担当者やIT 推進課

等のシステム専門部署による次のような

見積りの精査や確認を実施することが望

まれる。 

見積書に添付する内訳書について

は、平成 24年度予算編成事務から所

管課でとりまとめ、内容確認の上、

IT推進課へ提出することとしまし

た。 

  
  
  
  
  今後も、IT 推進課等システム専門

部署と所管課との連携により、適切な

契約の実施に努めてまいります。 

  
  
  ・委託する作業内容と見積書の記載内容

に差異はないか 

【措置済み】

   
   ・工数の見積りは作業単位で行われてい

るか    
   ・その工数は最低限の必要工数であり、

適切に提示されているか    
   ・どのような基準で単価を設定している

か    
   なお、見積書の基礎となる単価、工数

等に関する詳細な内訳書については、作

業単位（設計書作成、プログラミング、

テスト等の作業）や作業内容などの記載

を統一させるために、テンプレート（書

式）や具体的な記入例を示すことが望ま

れる。 

   
   
   
   
   
   

    
保険   ② 予定工数と実績工数との比較につい

て（意見） 年金課   
  今後策定する「システム運用基準

書」に沿って、適正な基準の運用に

作業単位（＝見積書に記載された作業

単位）毎の実績工数と予定工数の比較に  
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努めてまいります。   関する報告書を成果物として契約書等に

定め、業務終了後に予定工数と実績工数

の差異の有無やその理由について確認

し、見積りに見合ったサービスの提供を

受けることができたかどうかを評価した

上で、次年度の見積額の参考とすること

が望まれる。 

  【方針決定】

   
   
   
   
   
   また、複数の委託業務を受託する兼務

者については、契約ごとに実績工数の報

告を入手することが望まれる。 

   
   
    

保険   ③ サーバの賃貸借契約について（意見）

年金課  システム用機器の賃貸借については、

一般競争入札等、公平性に問題の生じな

い方法により契約先を決定する必要があ

ると考えられる。ただし、(5)財務部資産

税課⑥機器リース契約についてに記載し

たとおり、前提として賃貸借機器の価格

に対する見積り精査を行うことが必要で

ある。 

後期高齢者医療保険料徴収管理シ

ステムについては、速やかな障害対

応が可能で、かつ保守及び賃貸借の

実績があることなどを理由に、随意

契約の形でリース契約を締結してい

ますが、指摘を踏まえ、今後、競争

性の確保に努めてまいります。 

  
  
  
  
  
  
  【方針決定】

    

保険   ④ 要求事項の明確化について（意見）

年金課  基本計画を策定し、これに従った見積

りの作成が望まれる。また、(3)全庁共通

事項 ②見積内容の妥当性について（意

見）と同様に、不要な業務や非効率な作

業を放置せず、適切な金額で契約を締結

するために、見積書だけではなく、その

基礎となる単価、工数等に関する詳細な

内訳書の提出を求めた上で、契約事務担

当者やIT 推進課等のシステム専門部署

による次のような見積りの精査や確認を

実施することが望まれる。 

指摘を踏まえ、今後、同様の契約

締結の際には、基本計画の策定につ

いて検討してまいります。また、見

積書に添付する内訳書については、

平成 24年度予算編成事務から所管

課でとりまとめ、内容確認の上、IT

推進課へ提出することとしました。 

  
  
  
  
  
  
  今後も、IT推進課等システム専門

部署と所管課との連携により、適切

な契約の実施に努めてまいります。 
  
  
  【方針決定】

  ・委託する作業内容と見積書の記載内容

に差異はないか 

 

   
   ・工数の見積りは作業単位に行われてい

るか    
   ・その工数は最低限の必要工数であり、

適切に提示されているか    
   ・どのような基準で単価を設定している

か    
    

(7) 福祉部介護保険課    
介護  ① 予定工数と実績工数との比較につい

て（意見） 
64 

保険課   
  今後策定する「システム運用基準

書」に沿って、適正な基準の運用に

努めてまいります。 

作業単位（＝見積書に記載された作業

単位）毎の実績工数と予定工数の比較に

関する報告書を成果物として契約書等に
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  定め、業務終了後に予定工数と実績工数

の差異の有無やその理由について確認

し、見積りに見合ったサービスの提供を

受けることができたかどうかを評価した

上で、次年度の見積額の参考とすること

が望まれる。 

【方針決定】

   
   
   
   
   

    
    
介護   ② 賃貸借契約と保守契約について（意

見） 保険課   
  保守内容に変更がなくとも、見積りが

妥当であったかの検討を、翌年度の契約

更新前に行うことが望まれる。 

今後策定する「システム運用基準

書」に沿って、適正な基準の運用に

努めてまいります。 
  
  
  作業単位（＝見積書に記載された作業

単位）毎の実績工数と予定工数の比較に

関する報告書を成果物として契約書等に

定め、業務終了後に予定工数と実績工数

の差異の有無やその理由について確認

し、見積りに見合ったサービスの提供を

受けることができたかどうかを評価した

上で、次年度の見積額の参考とすること

が望まれる。 

【方針決定】

   
   
   
   
   
   
   
   
    
   ２ 情報セキュリティ 

(2) 情報セキュリティ全般    

ＩＴ  ① 情報セキュリティ委員会について

（意見） 
67 

推進課   

  情報セキュリティ委員会は重要事項の 平成 25年度末までに、ICT 適正利

用に関連する「電子計算機処理管理

運営委員会」「情報通信技術活用推進

会議」「情報セキュリティ委員会」の

一元化による新たな委員会の設立を

図るとともに、会議運営の規程類を

整備して、適正な開催に努めてまい

ります。 

 

 審議を行うと定められており、情報セキ 

 ュリティ管理体制上重要な機関であるこ 

 とを鑑みると、定期的に開催することが 

 必要である。  

 情報セキュリティ委員会が定期的に開

催されること及び対策基準に定める報告

事項及び承認事項が漏れなく議題として

取り上げられることを確実にするため

に、下記の検討が望まれる。 

 

  

  

【検討中】   

   

  ・情報セキュリティ委員会開催事務の実

施手順書を作成する。 

 

   

  ・同手順書で、情報セキュリティ委員会

の開催頻度、及び決議事項等を明文化す

る。 

 

   

   

    

ＩＴ  ② 情報セキュリティ教育について（意

見） 
 

推進課   

 全庁的な情報セキュリティに関する意

識を向上させる上で、教育・研修による

職員全体のレベルの底上げは必要不可欠

平成 24年度末までに、実施手順書

の見直しを実施し、未実施の所属に

対して、ＩＴ推進課において掲示板

 

  

  

 6



  である。全庁漏れなく情報セキュリティ

教育を実施させるため、情報セキュリテ

ィに関する統括部署であるIT 推進課は、

各課の情報セキュリティ教育の実施状況

の確認及び未実施の課への督促等の活動

を行うことが望まれる。 

や電子メールを用いて実施の督促を

行い、全庁漏れなく情報セキュリテ

ィ教育を実施するよう指導に努めて

まいります。 

  

  

  

【検討中】   

   

   また、この運用を徹底するために各課

における教育の実施状況の確認及び未実

施の課への督促等に関する手続の整備が

望まれる。 

   

   

   

    

③ 情報資産台帳について（意見）  ＩＴ推進

課 
 

情報資産の重要性に応じた情報セキュ

リティ対策を効率的に実施するために

は、最新の情報資産を正確に把握するこ

とが不可欠である。漏れのない情報資産

の洗い出し、情報資産台帳の更新作業を

徹底させるため、情報セキュリティに関

する統括部署であるIT 推進課は、各課に

おける情報資産の洗い出しや情報資産台

帳の更新に関する実施状況を検証し、未

実施の課への督促を行う等、その進捗を

管理することが望まれる。 

 平成 24年度末までに、問題点の洗

い出しと管理手続きの見直しや再整

備を行い、ＩＴ推進課において、実

施状況の把握と未実施の課への督促

を行う等の適正な管理に努めてまい

ります。 

  

  

  

  

  

  また、情報資産台帳管理システム

の導入の検討を行います。   

【検討中】   

   

   

  また、これらの運用を徹底するために、

情報資産台帳の管理手続の整備が望まれ

る。 

 

   

   

    

 ＩＴ推進

課 
④ 情報セキュリティ外部監査の是正措

置について（意見） 
 

  

 情報セキュリティに関する統括部署で

あるIT 推進課は、毎年同様の不備が指摘

されている項目については、全庁的な問

題と捉え、他の課に対しても必要な対策

を実施するよう指導することが望まれ

る。 

 平成 24年度からは、毎年同様の不

備が指摘されている項目について、

教育・訓練に盛り込み、再発防止に

努めてまいります。 

  

  

  

【検討中】   

   

    

⑤ サーバの管理について（意見）  ＩＴ推進

課 
 

  サーバの保管方法等の管理に関する規 平成 24年度末までに、各所属が

個別に管理するサーバ類の設置場所

について、調査を実施するとともに、

規程類を整備して、適正な管理に努

めてまいります。 

 

 程を全庁的に整備し、当該規程に基づき 

 適切にサーバの管理が行える体制を構築 

 することが望まれる。  

   

【検討中】    

    

防災課 ⑥ 業務継続計画について（意見）   

行政 東日本大震災の教訓を踏まえ、本市

の地震対策業務継続計画の策定を行う

にあたっては、地域防災計画の抜本的

地方公共団体は、災害時、災害後にお

いて、地域住民の生命、身体の安全確保、

被災者支援、企業活動復旧のために、災

 

経営課  
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  害応急業務、復旧業務を実施するととも

に重要な通常業務を継続する責務を負っ

ている。 

な見直しや地震被害想定の再検討を行

う必要があります。   

   今後、地域防災計画策定をはじめ、

それと調和を図った業務継続計画策定

に取り組む必要があり、定期的な訓練

の実施についても、地震対策業務継続

計画の策定と合わせて取り組んでいく

必要があると考えています。 

  このため、重大な事故、災害及び事件

等を想定し、継続すべき業務・システム

を明確にした上で全庁レベルでの業務継

続計画を策定し、定期的に訓練を実施す

ることが望まれる。 

  

  

  

  

   なお、業務継続計画は、単にデータや

システムのバックアップ確保を目指すと

いうものではなく、情報システムに係わ

る業務を含む全庁的な業務について、甚

大な自然災害、テロ、感染症の流行、原

発事故、火災等の広範なリスクに対して、

継続可能性を確保するための計画である

が、その策定に際しては、対応するリス

クの範囲、継続する業務の範囲や程度等

の決定を含む極めて高度な意思決定が要

求される。 

  ※ 本市における業務継続計画の策定

状況としては、近年の強毒性鳥イン

フルエンザの人への感染事例が海外

で確認されたことから、緊急対応的

に平成 22年度に新型インフルエン

ザ対策業務継続計画を策定していま

す。 

  

  

  

  

  

  

  【方針決定】
   

   

   また、その策定自体、あるいは策定さ

れた計画を実行するためには、多大なコ

ストが必要となるものと予想されるた

め、事業継続計画の策定は、総務省の方

針や他の自治体の策定状況等を調査した

うえで、十分な体制と期間を設けて実施

する必要があると考える。 

   

   

   

   

   

   

    

(3) 電子計算機システム    

ＩＴ  ① 管理者権限の管理について（意見）73 

推進課 不正なアクセスを防止するため、業務

上必要な担当者にのみに対して管理者権

限を付与し、不要となったアカウントに

ついては直ちに抹消する手続の整備と厳

格な運用が望まれる。 

 管理者権限の設定を確認し、適正な

設定を行いました。今後は、平成 24年

度末までに、管理手順書を整備して、

適正な管理に努めてまいります。 

  

  

  

  【検討中】

    

ＩＴ  ② 使用者登録状況の点検について（意

見） 
 

推進課   

 不正なアクセスを防止するため、業務

上必要な使用者のみに対して権限を付与

し、不要となった使用者について点検・

管理する手続の整備と厳格な運用が望ま

れる。 

 平成 24年度末までに、使用者権限

の設定を確認し、適正な設定を行う

とともに、管理手順書を整備して、

適正な管理に努めてまいります。 

  

  

  

  【検討中】

    

  ３ ＩＴガバナンス  

  (1) 新潟市電子計算機処理管理運営規程 

ＩＴ ① 運営規程の見直しについて（意見）74 平成 25年度末までに、ICT 適正利

用に関連する「電子計算機処理管理推進課 運営規程については、市のシステム管

理体制が、大型汎用機を中心とした集中
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  型の管理体制からオープン系のサーバ等

による分散型の管理体制に変化したこと

を踏まえ全面的な見直しが望まれる。 

運営委員会」「情報通信技術活用推進

会議」「情報セキュリティ委員会」の

一元化による新たな委員会の設立を

図るとともに、会議運営並びにシス

テム運用の規程類を整備して、適正

な管理に努めてまいります。 

  

  

  また、運営規程で定められた運営委員

会と設置要綱により設置される推進会議

の位置づけや開催目的等についてもあわ

せて見直しを行い、運営規程と設置要綱

の統廃合も検討することが望まれる。 

  

  

  【検討中】

   

    

(2)  新潟市情報通信技術活用推進計画    

ＩＴ ① 施策の事後評価について（意見）  75 

推進課 設置要綱において、推進計画で計画し

た施策の事後評価に関する具体的な方法

について定め、推進会議において事後評

価に関する審議を行うことが望まれる。

今後予定している次期推進計画の策定に

おいては、この定めに基づいて推進計画

ver2 で計画した施策の事後評価を実施

し、次期推進計画の中等で評価結果を報

告することが望まれる。 

 平成 25年度末までに、ICT 適正利

用に関連する「電子計算機処理管理

運営委員会」「情報通信技術活用推進

会議」「情報セキュリティ委員会」の

一元化による新たな委員会の設立を

図るとともに、会議運営並びに事後

評価に関する規程類を整備して、当

該委員会において適正な事後評価に

努めてまいります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

   【検討中】

    

ＩＴ  ② 次期推進計画について（意見）  

推進課 行政の効率化や市民サービスの向上を

図るためには情報通信技術（以下、「ICT」

という）の活用が不可欠である。このよ

うな中で、ICT 投資費用を抑制し、最大

限の効果を得るためには、市の全体構想

や工程表を示したうえで、市が戦略とし

て取り組むことを前提とした推進計画が

必要である。 

 平成 24年度末までに、庁内の ICT

利活用に関する業務改革により、ICT

関連経費削減や品質向上を図ること

を目的とする、次期推進計画「ICT

適正利用基本計画」を策定いたしま

す。 

  

  

  

  

  

 【検討中】 

   

  次期推進計画に向けて予定している作

業について、体制面等の遅延の原因を取

り除き、次期推進計画を当初予定どおり、

平成24 年度中に策定することが望まれ

る。 

 

   

   

   

   

    

  (3) 政府調達に関する協定に対応する情

報システム調達ガイド 
 

   

ＩＴ  ① 調達ガイドのルール化について（意

見） 
76 

推進課   

 平成 25年度末までに、指摘内容を反

映した新たな「システム調達基準書」

を策定するとともに、基準の順守を義

務付ける規程類の整備を図ってまいり

ます。 

各主管課が概要調査票を作成し、IT 推

進課が概要調査票に基づいて、要求金額

の妥当性を検討することは、効率的なシ

ステムの開発、有効性の高いシステムの

導入に寄与するものと考える。 

 

  

  

  

  

 【検討中】小額なシステムの開発・導入案件はと

もかく、少なくとも一定金額以上の情報
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   システムの調達については、概要調査票

を利用してIT 推進課が情報システムの

調達の妥当性について検討することを、

ガイドではなくIT ガバナンスを強化す

るためにもルールとして定めることが望

まれる。 

   

   

   

   

   

   また、その際は、文書名を変更し、政

府調達以外の情報システムの調達方法に

ついても記載していることを各主管課に

周知することも望まれる。 

   

   

   

    

ＩＴ  ② 契約終了時の検査に関する手順につ

いて（意見） 

 

推進課   

  契約終了時の検査は、契約の履行状況

の確認という本来の目的だけではなく、

今回の契約の見積りの妥当性を検討し、

次回の契約の参考とする観点からも重要

なプロセスである。 

平成 25年度末までに、指摘内容を

反映した新たな「システム調達基準

書」を策定するとともに、基準の順

守を義務付ける規程類の整備を図っ

てまいります。 

  

  

  

  

  調達ガイドに、契約終了時の検査に関

する手順についても記載することが望ま

れる。 

【検討中】

   

   

    

(4) ＩＴガバナンスの推進について    

ＩＴ ① 推進体制について（意見） 77  
推進課  より具体的、詳細に現状の体制、戦略

的構想や国による義務的な予定、作業内

容及び業務量に応じた人員数を考慮し、

必要な増員や組織体制の確立を行い、市

全体のICT 投資費用の抑制や各業務の所

管課職員の技術力向上を図るなど、IT ガ

バナンスの強化に努めることが望まれ

る。 

ICT 利活用に関する業務改革を図

り、ITガバナンスの強化に努めてま

いります。 
  

  

  (1) 基本戦略 
  「ICT 適正利用基本計画」を策定

し、戦略的な業務改革に努めてまい

ります。 
  

  

  
(2) 推進体制    
IT ガバナンスを推進するプロジ

ェクトマネジメントオフィス(以下，

「PMO」という。)の開設に努めてま

いります。 

   

   

   

   
(3) 経費削減と品質向上    
仕様確認や見積精査、成果物検査

などを PMO で一元的に実施し、ICT 

投資費用の抑制や品質向上に努めて

まいります。また、システム最適化

により市全体の ICT 投資費用の抑

制を図るとともに、柔軟なシステム

運用による市民サービスの向上に努

めてまいります。 

   

   

   

   

  

  

  

  

(4) 業務の標準化とルール化   
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  「システム調達基準書」「システム

開発基準書」「システム運用基準書」

の策定や基準の順守を義務付ける

規程類の整備により、業務の標準化

とルール化に努めてまいります。 

  

  

  

  

  
(5) 人材育成 

  
PMO 要員や各業務の所管課職員の

技術力向上を図るため、知識や経験

など技術力を有した人材の登用や人

材育成に努めてまいります。 

  

  

  

  
【方針決定】

  
 

② ＩＴ推進課の人事配置について（意

見） 
人事課 

 
 

 
 情報担当部門に必要な専門的なスキル

を明確にするとともに、そのスキルを持

つ人材育成のための育成のカリキュラム

を作成し、育成に必要な年数を想定した

長期的な人事配置について、配慮するこ

とが望まれる。 

 情報担当部門職員のスキルの明確

化、人材育成のためのカリキュラム作

成に取り組んでまいります。 

 

 

 
 また、情報担当部門は高度に専門的

な知識や技術が求められ、その習得の

ためには一定の期間が必要なことか

ら、配属された職員の意向や適性を考

慮しながら、育成に必要な年数を想定

した長期的な人事配置に配慮してまい

ります。 

 

 

【方針決定】

 
※措置欄に記載の【措置済み】、【方針決定】及び【検討中】について 
 【措置済み】は、外部監査人の指摘や意見について、必要な措置が実施されたこと、 
 【方針決定】は、外部監査人の指摘や意見について、改善措置は完了していないが、措置方針は決

定していること、 
 【検討中】は、外部監査人の指摘や意見について、改善措置方針が検討中であること、 
 を示しているもので、監査委員事務局において追記したものです。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 11



 

新潟市教育委員会が講じた措置 

頁 担当部署 監査結果の概要 結果に対する措置 
   第 5 包括外部監査の結果及び意見 

   １ 情報システムの調達 

(4) 教育委員会学務課    

学務課  ① ＳＬＡに関する協議について（結果）56 

SLA を定める目的は、支払いの対価と

してどのようなサービスがどれだけ提供

されるのかを事前に明確にし、機能とコ

ストのバランスを考慮して最適なサービ

スを選択すること等にある。 

就学援助システムの保守・運用サービ

スレベルについて，規定項目と検査・測

定方法の協議を委託業者と行いました。

今後，報告要件や報告方法について協議

を行い，平成 24 年度から達成状況の報

告を受けることとし，報告内容について

委託業者と協議してまいります。 
上記SLA のメリットを享受するために

は、具体的なサービスメニュー、サービ

ス要件、SLA 評価項目、SLA 設定値、報

告要件、ペナルティなどについて市と委

託業者間で合意した上で、委託業者に実

績の状況を測定させ、その結果について

定期的に報告を受ける必要がある。 

【検討中】

 

 

 
※措置欄に記載の【措置済み】、【方針決定】及び【検討中】について 
 【措置済み】は、外部監査人の指摘や意見について、必要な措置が実施されたこと、 
 【方針決定】は、外部監査人の指摘や意見について、改善措置は完了していないが、措置方針は決

定していること、 
 【検討中】は、外部監査人の指摘や意見について、改善措置方針が検討中であること、 
 を示しているもので、監査委員事務局において追記したものです。 
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新潟市中央農業委員会が講じた措置 

頁 担当部署 監査結果の概要 結果に対する措置 
 

 

 

65 

 
 
 

中央農業

員会事務

局 
 

第 5 包括外部監査の結果及び意見 

１ 情報システムの調達 

(8) 中央農業委員会 

① 要求事項の明確化について（意見）

  一般競争入札を行う際は、事前に業務

仕様や機器要件の検討を入念に行う必要

がある。また、システムの開発業務と機

器の導入に関する契約を分離発注する

か、まとめて行うかといった意思決定は

事前に行う必要がある。 

本来、このような検討は、基本計画策

定フェーズで行う必要があり、結果は基

本計画書としてまとめることが望まれ

る。  

 

 
一般競争入札を行う際は、事前に部

内で業務仕様や機器要件の検討を入念

に行い、要求事項を明確にしていきま

す。また、機器の導入が必要な場合に

は、システムの開発業務と機器の導入

に関する契約を分離発注するか、まと

めて行うかといった意思決定を事前に

行います。 
 今後、このような検討は、システム

仕様作成時に行い、結果はシステム仕

様書としてまとめてまいります。 
【措置済み】

 
 
※措置欄に記載の【措置済み】、【方針決定】及び【検討中】について 
 【措置済み】は、外部監査人の指摘や意見について、必要な措置が実施されたこと、 
 【方針決定】は、外部監査人の指摘や意見について、改善措置は完了していないが、措置方針は決

定していること、 
 【検討中】は、外部監査人の指摘や意見について、改善措置方針が検討中であること、 
 を示しているもので、監査委員事務局において追記したものです。 
 
 


